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◇

新入社員の海外留学費用

Q:当社では、将来の幹部社員養成のため、

新入社員のうち成績が優秀である者について、

当社の指定する外国の大学に1年間留学させ

ることにしています。その留学費用について

は 、 当社が全額負担することにしていますが、

この費用負担については、給与として課税し

なければならないでしょうか。

ヱヘー：会社の指示に基づき、短期間留学させ

るような場合には、その留学費用の負担につ

いては、給与として課税しなくて差し支えな

いものと考えられます。

【解説】

使用者が自己の業務遂行上の必要に基づき、

役員又は使用人としての職務に直接必要な技

術や知識を習得させ、又は免許や資格を習得

させるための研修会、講習会等の出席費用や

大学等における聴講費用に充てるものとして

支給する金品については、これらの費用とし

て適切なものに限り、課税しなくて差し支え

ないこととされています。

ご質問の場合、海外留学をすることが、そ

の者の職務に直接必要であるかどうかという

ことが判断の基準となりますが、この場合、

その海外留学が、大学卒業という資格の取得

を目的としたものではなく、短期間、幹部社

員としての一般教養の習得を目的とするとい

うようなものであれば、職務に直接必要なも

のと判断して差し支えないものと考えられま

す。


